
消費税率引上げによる増収分の活用について（令和3年度決算）

　消費税率の引上げによる増収分については、全て社会保障の充実・安定化に活用することとしています。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） 1,400,218 千円

【歳出】社会保障施策に要する経費 16,026,986 千円

単位：千円

引上げ分の
地方消費税

その他

社会保障 児 童 福 祉 事 業 5,205,415 3,826,709 258,070 1,120,636

障 害 福 祉 事 業 3,487,615 2,412,675 201,210 873,730

高 齢 者 福 祉 事 業 77,784 25,693 9,751 42,340

生 活 保 護 事 業 1,263,277 944,395 59,689 259,193

母 子 福 祉 事 業 496,458 172,665 60,608 263,185

そ の 他 3,526 2,558 181 787

小　　計 10,534,075 7,384,695 589,509 2,559,871

社会保険 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 1,267,120 166,039 206,103 894,978

介 護 保 険 事 業 1,305,379 53,822 234,270 1,017,287

国 民 健 康 保 険 事 業 651,941 393,015 48,466 210,460

小　　計 3,224,440 612,876 488,839 2,122,725

保健衛生 感染症その他の疾病予防事業 722,498 456,682 49,756 216,060

救 急 医 療 体 制 30,605 30,605 0 0

病 院 事 業 1,320,022 38,845 239,814 1,041,363

そ の 他 195,346 22,786 32,300 140,260

小　　計 2,268,471 548,918 321,870 1,397,683

16,026,986 8,546,489 1,400,218 6,080,279

※事務費や事務職員の人件費（サービス提供に直接従事しない職員分）等は除外しています。
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